
ＭＳ＆ＡＤホールディングス広報ＩＲ部長の塩野でございます。

本日はお忙しい中、弊社の決算説明電話会議にご参加いただき、ありがとうございます。







それでは、「２０１６年度（決算）電話会議 資料」と題したスライドの１ページ目、「資料１」をご
覧下さい。

まず、グループのトップラインの状況について説明いたします。

国内損保の正味収入保険料は、自動車保険や新種保険などで増収したものの、昨年度の火
災保険の商品改定前の駆け込みによる増収の反動により、三井住友海上が２．５％の減収、
あいおいニッセイ同和損保が０．７％の増収となりました。他方、海外では、ＭＳアムリン社が

連結決算対象に加わったことから、海外保険子会社全体でプラス １０５．８％の増収となりま
した。この結果、グループ連結では前期比１０．７％増収の３兆４，０６９億円となりました。

生命保険料は１兆２，５３１億円と、前期比 ７．６％の減収となりました。これは、ＭＳＰ生命で

、２０１５年度での新商品効果の反動などにより、変額保険の販売が前期比減となったことが
主因であります。



次に、「資料２」をご覧ください。

経常利益は、この表の１行目にあります通り、前期比 ６１０億円増益の３，５２６億円となりま
した。

当期純利益は、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保、ＭＳＰ生命が増益となったことな
どから、グループ連結では、第三分野保有移行に係るシステム関連費などによるマイナス影
響があったものの、この表の９行目にあります通り、前期比 ２８９億円の大幅増益となる２，
１０４億円となりました。

なお、この結果、当期純利益については、MS&ADインシュアランスグループ発足以来の最高
益を５期連続で更新しました。

また、財務会計上のＲＯＥは、７．８％と、前期比 １．４ポイント上昇いたしました。



次に「資料３」をご覧ください。

グループコア利益は、６６１億円の大幅増益の、２，１３７億円となりました。

また、グループＲＯＥは、前期に対しプラス ２．７ポイントの７．９％となりました。

なお、スライドの下の部分に、連結当期利益からグループコア利益を算出するための、調整項目を示し
ておりますので、後ほどご覧ください。

このような決算を踏まえ、本日決算短信と同時に「平成２９年３月期の剰余金の配当に関するお知らせ」
をリリースいたしました。

２０１６年度は、年初の配当予想を１００円としておりましたが、利益の増加を見込むことから、２０１６年
度の期末配当金は７０円とし、実施済みの中間配当金５０円と合わせて１株当たり年間配当金を１２０
円、前期に比べ３０円の増配を予定しています。

また、２０１７年度の一株当たり年間配当は、１０円増配となる１３０円を見込んでおります。

併せまして、本日リリースしました、「自己株式の消却に関するお知らせ」に記載しましたとおり、発行済
株式総数の６．３％にあたる４千万株の消却を行います。消却予定日は、６月３０日としております。



次に、連結純利益について、前期からの変動を、要因別に分解してご説明いたします。

「資料４」のグラフおよび「資料５」の表をご覧ください。

ご覧の通り、増益の主な要因は、①国内損保におけるアーンドプレミアムの増加や、②国内自然
災害が減少したことで、インカードロスの増加が少なかったことに加え、③事業費減少により、保
険引受利益が拡大したことによるものです。





次に、国内損保険子会社２社の状況を説明いたします。

「資料６」の右端の２社合計の列をご参照下さい。

まず、正味収入保険料は、火災保険の減収を主因に、１．１％減収となりました。

また、保険引受利益は、先ほど申し上げたアーンドプレミアムの増加に加え、諸手数料及び集金費、
営業費及び一般管理費などの事業費が減少したことなどにより、

７７３億円増益の １,２１３億円となりました。



次に、「資料７」をご覧ください。

「資産運用・その他収支」は、１６２億円減益の １,６９３億円となっております。

以上の結果、経常利益は ６１０億円増益の ２，９０７億円、

当期純利益は ６９８億円増益の ２，１４９億円となりました。

なお、政策株式については、通期で想定した売却額 １,２００億円に対し、２社合計で

１,３３０億円と順調に進捗しました。



次に、自然災害の影響を説明いたします。「資料８」をご覧ください。

一番下の行にあるとおり、２社合算のインカードロスは、前年同期比１７０億円減少し、

５１０億円となりました。

なおこれは、当年度の第３四半期末から１９億円の増加です。



次に、異常危険準備金について、「資料９」をご覧ください。

２社合計のネット繰入額は、一番下の行にあるとおり、８１８億円と、前年度並みの水準と

なっています。

なお、火災保険の異常危険準備金について、三井住友海上が６３億円、あいおいニッセイ同
和損保が２０億円、２社合計で８３億円の追加繰入を実施しております。



次に「資料１０」をご覧下さい。自動車保険の状況を説明いたします。

上段左の折れ線グラフは、２社合算の自動車保険の事故件数の前年同月比増減を示しています
。

事故件数の前年同月比増減の推移は、月により増減はあるものの、２０１６年度上半期から下半
期に掛けてやや右肩上がりの傾向となっており、今後も注視が必要と考えております。

次に、下段にある「保険料の増減要因」の表をご覧ください。

保険料単価は、三井住友海上がプラス０．４％、あいおいニッセイ同和損保もプラス０．３％と２社
ともに微増となっておりますが、これは、過年度の料率改定効果によるものです。

２社合算のＥＩ損害率は、上段右のグラフの通り低下し、２０１６年度は、５６．５%と、前期比で１．９
ポイントの低下となりました。

一方、スライド下段の保険金単価ですが、両社とも修理費等の上昇により対物および車両の保険
金単価が上昇しており、こちらも引き続き注視が必要と考えております。



次に三井住友海上あいおい生命の状況について説明します。「資料１１」をご覧ください。

新契約高は、収入保障保険の販売の減少などにより、前期比１．９％の減少の２兆３，７７１億円となりまし
た。

一方、新契約年換算保険料は、昨年５月に発売を開始した「新医療保険エースプラス」の販売が順調に増
加したことなどから、前期比７．５％の増加となりました。

保有契約高につきましては、期首比 ２．８％の増加の増加となり、着実に契約を積み上げています。

当期純利益は、資産運用収支の減少などから、前期比で１４億円の減少となりました。

当年度末のＥＥＶは７，９４２億円と、前年度末から１，９８４億円増加しました。

この増加には、期中に持株会社より１，０００億円の増資を行った影響も含まれておりますが、主因は、金
利の上昇を受け、保有契約価値が１，６５２億円増加したことであります。



続いてＭＳＰ生命の業績を説明いたします。「資料１２」をご覧ください。

グロス収入保険料は、定額商品は、引き続き好調でしたが、前期に好調であった外貨建変額商品の新
商品効果の反動を主因に マイナス １７．６％減収の １兆 ７１１億円となりました。

また、当期純利益については、販売コストの減少や、保有契約の増加に伴う利ザヤ収入の増加がプラス
に寄与したことを主因に、前期比 ２８億円増益の ２０７億円となりました。

なお、２０１６年度は、オーストラリアの金利が上昇したため、外貨建商品に係る責任準備金負担減少な
どによるプラス影響が生じました。このプラス影響および、将来の市場変動に対応するため、価格変動
準備金の追加繰入を ２６３億円実施しております。価格変動準備金については、２３ページの参考資料
にて、後ほどご確認ください。



次に海外保険子会社の状況について説明いたします。「資料１３」をご覧ください。

正味収入保険料は、前期比 ３，５６２億円、１０５．８％の大幅な増収となりました。
これは、ＭＳアムリン社の新規連結効果が主因です。

ＭＳアムリン社を除く、既存の海外保険子会社では、合わせて、前期比 ３４８億円の減
収となりましたが、これは円高によるマイナス影響が主因であり、現地通貨ベースでは、
３．９％の増収と、順調に業容を拡大しております。

当期純利益は、４５億円減益の ２４０億円となりました。

地域別にみますと、欧州およびＭＳアムリン社は、ハリケーンや森林火災などの自然災
害を含む保険事故の多発により損害率が悪化したことや、３月施行となった、英国におけ
る人身傷害保険金に係る割引率の引き下げ影響を、２０１６年度に織り込んだことなどに
より、欧州は６０億円減益しマイナス８１億円、ＭＳアムリンも４０億円の利益にとどまりま
した。アジアは、台湾地震の影響などにより、３３億円の減益となっております。





次ページ「資料１４」から「資料２１」まで、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保それぞれの
単体、および２社単体の単純合算の業績を付けております。

また、「資料２２」にＭＳアムリン社の現地単体ベースの通期の業績を付けておりますので、後ほ
どご覧ください。























次に、２０１７年度の連結業績予想について説明いたします。

「資料２４」をご覧下さい。

グループ連結の正味収入保険料は３兆４，５００億円、増収率は１．３％を見込んでおります。

三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保では、自賠責保険が料率改定の影響で減収となるも
のの、火災保険や自動車保険での増収を見込み、三井住友海上は１．２％の増収、あいおいニ
ッセイ同和損保は１．５％の増収を見込んでおります。

生命保険料は、９，４９０億円と ３，０４１億円の減収を見込んでおりますが、

これは、ＭＳＰ生命で他社との競争激化を織り込んだものです。



次に、経常利益と当期純利益について説明いたします。

「資料２５」をご覧下さい。

グループ連結の経常利益は３，４５０億円、前期比はマイナス ７６億円となりますが、

当期純利益は２，４５０億円、前期比３４５億円の増益を予想しております。



次の「資料２６」をご覧下さい。

こちらに、海外保険子会社の正味収入保険料と当期純利益の内訳を記載しています。

正味収入保険料は、７，０００億円と １．０％の増収を見込んでおりますが、ここには為替によ
る減収要因が含まれており、為替の影響を除くと ３．７％の増収となります。

当期純利益は、ＭＳアムリン社での増益を主因に、前期比２０９億円増益の４５０億円を見込
んでおります。



次に、当期純利益の増減要因について、次のスライドで説明いたします。

「資料２７」をご覧下さい。

①の「アーンドプレミアムの増加」に伴う②の「インカードロスの増加」と、③の「事業費の増加」に
は、将来的な成長に向けた新規投資を織り込んでおります。

次に④の「異常危険準備金」は、インカードロスの増加に伴い支払保険金も増加することによる取
崩増加を織り込み、ネットで １１９億円の増加となっております。

次に⑤の「資産運用損益他」は、子会社からの配当金収入の減少を見込む一方、三井住友海上
でマックス生命の合併に係る株式の交換利益を織り込むことから、２７億円の増加となっておりま
す。

なお、政策株式の売却は、２社合計で１，２００億円の売却を織り込んでおります。

以上、①から⑥を合計しました国内損保は、前期並みの利益水準となります。

⑦の「国内生保子会社」は、好調であった２０１６年度より利益の減少を見込んでおります。

⑧の「海外保険子会社」は、ＭＳアムリン社を中心とした欧州での利益増加を主因に、

２０９億円の増加を見込んでおります。

⑨の「その他連結調整等」の増加は、前年度にあった「第三分野の保有移行に係るシステム

関連費」がなくなることが主な要因となっております。

これらの結果、２０１７年度の当期純利益は２，４５０億円を予想しております。



次に、グループコア利益の状況について説明します。

「資料２８」をご覧下さい。

２０１７年度のグループコア利益は２，３００億円となり、中期経営計画の数値目標である ２，
２００億円を達成できる見込みであります。

なお、２０１７年度の海外事業には、マックス生命の合併に係る株式の交換利益が

約２１０億円含まれております。



次に、業績予想数値の主な前提について、次のスライドで説明いたします。

「資料２９」をご覧下さい。

日経平均株価、為替などの市場環境の前提は２０１７年３月末の水準としております。

当年度発生の国内自然災害については、５００億円の前提としております。

これは、前年度の業績予想の前提から、熊本地震を除いたものと同じ水準となります。

火災保険の異常危険準備金については、追加繰入は予定しておりません。

また、ここに記載はございませんが、価格変動準備金についても、追加繰入は予定しておりま
せん。

「資料３０」以降に、三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保単体の業績予想の詳細、

および、２社単体の単純合算の資料を付けておりますので、後ほどご覧ください。

以上で、私からの説明を終わります。
















